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政
府
は
社
会
保
障
・
税
「
一
体
改
革
」
と
称
し
、
社
会
保
障
を
削
減
、
消
費
税
率
引
き
上

げ
を
進
め
よ
う
と
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
通
院
の
た
び
に
現
行
の
窓
口
負
担
に
上
乗
せ

す
る
「
外
来
受
診
時
定
額
負
担
」
を
導
入
、
市
販
類
似
医
薬
品
の
患
者
負
担
引
き
上
げ
、　
70

～　

歳
の
2
割
負
担
、
外
来
診
療
「
適
正
化
」
で
外
来
患
者
数
の
5
％
減
、
情
報
通
信
技
術

74
の
利
活
用
に
よ
る
重
複
受
診
の
削
減
な
ど
で
あ
る
。
さ
ら
に
は
、
平
均
在
院
日
数
を
大
幅
に

減
少
さ
せ
、
病
床
総
数
を
現
行
の
1
6
6
万
床
か
ら
1
5
9
万
床
に
抑
制
す
る
。
そ
し
て
、

際
限
の
な
い
消
費
税
増
税
路
線
に
国
民
を
追
い
込
も
う
と
し
て
い
る
。
問
題
点
を
図
説
し
た
。

国民に消費税増せまる
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社
会
保
障

給
付
の
「
公
費
全
体
に
つ
い

て
、
消
費
税
収
を
主
た
る
財

源
」
と
し
、
所
得
税
や
法
人

税
収
か
ら
の
社
会
保
障
支
出

は
す
べ
て
削
減
し
、
公
費
負

担
の
財
源
を
消
費
税
に
限
定

し
よ
う
と
し
て
い
る
。
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消
費
税
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収
に
限
定
す
る
な
ら
ば
税
率

は　

％
以
上
に
な
る
。
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一
方
で
、
法
人
実
効
税
率

の
引
き
下
げ
を
打
ち
出
し
、

大
企
業
の
負
担
を
軽
減
す
る

た
め
に
、
患
者
、
国
民
に
負

担
を
強
い
る
と
ん
で
も
な
い

「
改
革
」
を
考
え
て
い
る
。

表１　改革シナリオの主な重点化・効率化
・高度急性期　　　 ：平均在院日数　15 ～ 16 日程度
・一般急性期　　　 ：平均在院日数　9 日程度
・亜急性期・回復期等：平均在院日数　60 日程度
　　　　　　　　　 （パターン 1 の場合）

（現行一般病床についてみると、平均在院日数 19 ～ 20 日
程度［急性期 15 日程度（高度急性 19 ～ 20 日程度、一般急
性 13 ～ 14 日程度）、亜急性期等 75 日程度］とみられる。）

急性期医療の改革
（平均在院日数の短縮等）

※早期の退院・在宅復帰に伴い
患者の QOL も向上

・長期療養　在院日数１割程度減少
・精神病床　在院日数１割程度減少、入院２割程度減少

長期療養・精神医療の改革
（平均在院日数の短縮等）

・入院・介護施設入所者　約 60 万人／日程度減少
 （現状投影シナリオに対する減）

在宅医療・在宅介護の推進等
（施設から在宅・地域へ）

・生活習慣病予防や介護予防・地域連携・ICT の活用等によ
り、医療については外来患者数 5%程度減少（入院ニーズ
の減少に伴い増加する分を除く）、介護については要介
護者等 3% 程度減少

予防（生活習慣病・介護）・
地域連携・ICT の活用等

・伸び率として、△ 0.1％程度（医療の伸び率ケース①の場
合）

（現状投影シナリオでも織り込み。後発医薬品の使用促進
については、設定した伸び率に、最近の普及の傾向が含
まれている。）

医薬品・医療機器に関する効率化等

・病院医師の業務量△ 2 割程度（高度急性期、一般急性期）医師・看護師等の役割分担の見直し
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